（人事異動）
第8条 　会社は、業務上必要がある場合に、労働者に対して配転を命ずることがある。
２　前項で定める配転とは次の通りとする。
　①　配置転換：従事する業務の変更
　②　転勤：勤務地の変更を伴う所属部署の変更
　③　職種変更：職種の変更
　④　応援：会社の指示により所属事業場に在籍したまま行われる、一時的な他の担当業務又は勤務地における勤務
３　労働者は正当な理由なく配転を拒むことはできない。
４　会社は、経営上やむを得ない事由があるときは、職種又は勤務地に限定が設けられている正社員であっても、配転を命じることがある。ただし、その場合には、あらかじめ本人の同意を得るものとし、その同意が得られない場合には、会社は配転を命ずることはない。
５　会社は、転勤を命じる場合において、子の養育又は家族の介護を行うことが困難となる労働者に対しては、当該労働者の子の養育又は家族の介護の状況に配慮するものとし、また、不利益が少なくなるように努めるものとする。
（出　向）

第〇条　会社は、次の各号に掲げる事由のいずれかに該当するときは、関係会社又は団体（以下「出向先」という。）及び特定の労働者との三者間の協定を締結し、一定期間、当該労働者との労働契約関係を維持したまま、当該労働者と出向先との間にも労働契約を締結させ、当該出向先においてその労務に従事させること（以下「出向」という。）を命ずることができる。

①　出向先への経営及び技術の指導

②　労働者の職業能力の形成及び発展

③　事業部門の分社化等に伴う人事戦略

④　その他会社の発展及び労働者のキャリア形成に資する事由

２　会社は、出向に際し、出向期間その他の労働条件を前項の協定に定めるものとし、労働条件が低下しないよう必要な措置を講ずるものとする。

３　第1項の協定は、出向協定書を用いるものとする。
（転　籍）

第〇条　会社は、前条第1項各号に掲げる事由（第1号の「出向先」は「転籍先」と読み替えるものとする。）のいずれかに該当するときは、特定の労働者の同意を得たうえで、会社との労働関係を終了させ、新たに転籍先との間に労働契約関係を成立させること（以下「転籍」という。）を命ずることができる。

２　会社は、転籍に際し、退職金の取扱い、転籍時に残余する年次有給休暇その他の労働条件を転籍先と協定し、労働条件が低下しないよう必要な措置を講ずるものとする。
（業務引継ぎ、着任）

第〇条　人事異動等を命じられた者、退職する者及び解雇された者は、速やかに、かつ、確実に業務の引継ぎを完了しなければならない。

２　昇進する者及び人事異動等を命じられた者は、指定された日までに着任しなければならない。

３　前各項に違反し、引継ぎを怠った場合、不完全な引継ぎを行った場合又は指定された日までに着任しなかった場合、その他業務に支障をきたした場合には、懲戒処分の対象となる。
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